
  様式９（添付１－３） 

 

 

令和７年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 
（Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

事業内容報告書の概要 
地方公共団体名【 大田原市 】                            

令和7年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制（運営協議会・連絡協議会の構成員等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．具体の取組内容  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

（１）地域の外国人児童生徒等指導体制の推進に係る運営協議会・連絡協議会の設置・運営 

〇外国人児童生徒教育推進協議会（３回） 

・外国人児童生徒の現状と課題についての話し合い 

・指導方法等の共有 

・教材の活用法についての情報共有 

・外国人子女相談員との連携についての意見交換 

   〇拠点校訪問（１回） 

    ・指導内容等の確認、実態把握 

（２）学校における指導体制の構築 

   〇日本語指導教室担当者の配置 

   ・外国人児童生徒教育拠点校（大田原小、西原小、大田原中）にそれぞれ１名ずつ配置 

〇外国人子女相談員の配置 

    ・外国人児童生徒教育拠点校（大田原小、西原小、大田原中）に配置 

【市教育委員会】 

・外国人児童生徒の就学相談「日本語支援相談会」の実施 

・外国人子女相談員（市会計年度任用職員）の任用・配置 

・大田原市外国人児童生徒教育推進協議会の運営 

【市役所市民課】 

住民登録後就学手続き案内 

【大田原国際交流会】 

地域人材、 の派遣 

【宇都宮大学国際学部多

文化公共圏 】 
学生 の派遣  
情報交換 

【大田原市外国人児童生徒推進協議会】 

・情報交換 

・指導方法の共有 

・教材の共有 

＜構成員＞ 

 ・教育委員会担当者 

 ・拠点校日本語指導教室担当教員 

 ・外国人子女相談員（市会計年度任用職員） 

【外国人児童生徒教育拠点校】 

・日本語指導 

・生活支援    

・外国人子女相談員（市会計年度任用職

員）の配置 

大田原小１名（ポルトガル語） 

西原小 １名（ポルトガル語） 

大田原中２名（ポルトガル語、中国語） 

【拠点校以外の学校】 

・拠点校の日本語教室担当者による巡回

指導 

・拠点校への通級指導 

・拠点校との指導方法・教材の共有 



大田原小学校・・・ポルトガル語を母語とする相談員１名 

西原小学校・・・・・ポルトガル語を母語とする相談員１名 

      大田原中学校・・・ポルトガル語を母語とする相談員１名、中国語を母語とする相談員１名 

〇「外国人児童生徒のための JSL 対話型アセスメント DLA」の活用 

（３）「特別の教育課程」による日本語指導の実施 

・DLA による 1 人 1 人に応じた「特別の教育課程」の編成 

・定期的な「特別の教育課程」の見直しおよび評価 

（４）成果の普及 

〇学校や保護者等への情報提供 

（１０）日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の派遣 

○拠点校に配置した日本語指導教室担当者および外国人子女相談員の巡回指導体制の構築 

２．具体の取組内容  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

（１）地域の外国人児童生徒等指導体制の推進に係る運営協議会・連絡協議会の設置・運営 

・外国人児童生徒に関する情報を共有することができた。 

・指導方法や教材について共有し、各校における日本語指導に生かすことができた。 

・特別の教育課程の編成の仕方などを確認することができた。 

・DLAの活用について確認することができた。 

（２）学校における指導体制の構築 

・日本語指導教室担当教諭と外国人子女相談員の配置により、充実した日本語指導が実施できた。 

・DLA を用いることによって、外国人児童生徒の日本語の能力を把握し、必要な支援を行うことができた。 

・市の相談会において、拠点校について保護者に情報を提供することによって、外国人児童生徒の散在

化を防ぎ、拠点校における支援に繋ぐことができた。 

（３）「特別の教育課程」による日本語指導の実施 

・DLA を活用することで、1 人 1 人に応じた効果的な「特別の教育課程」を編成することができた。 

・見直しを行ったり、評価をしたりすることで、児童生徒の学習意欲の向上につなげることができた。 

（４）成果の普及 

・具体的な制度や支援の内容等を幅広く周知することができた。 

（１０）日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の派遣 

・拠点校に相談員を配置することにより、充実した日本語指導を行うことができた。 

本事業で対応した幼児・児
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４．その他（今後の取組予定等） 

・日本語指導に関する研修会を実施する。 

・多様な言語に対応できる相談員を確保する。 

・特別支援学級担当者等とも連携し、必要な支援について検討し実施する。 

・より幅広く取組について情報を周知する。 

 


